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真備緊急治水対策プロジェクト等の
進捗状況について



■ 平成30年7月洪水被害と緊急対応
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平成30年7月洪水浸水深図

ポンプ車による排水作業状況
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※市街地の浸水痕跡調査結果をもとに作図
※今後の精査等により変更する場合があります。
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小田川
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凡 例（浸水深）

0.0m以上 1.0m未満

1.0m以上 2.0m未満

2.0m以上 3.0m未満

5.0m以上

3.0m以上 4.0m未満

4.0m以上 5.0m未満

（7/8～9）
排水ポンプ車
最大13台

（7/9～10）
排水ポンプ車
最大17台

（7/8～9）
排水ポンプ車
最大3台

7月7日AM時
点

7月11日AM時点

○浸水面積
７月 ７日AM 約1,200ha（赤線：7月7日AM時点）
７月 ９日AM 約 500ha（緑線：7月9日AM時点）
７月１１日 宅地・生活道路については概ね解消

 小田川左岸3k400付近の堤防決壊、小田川左岸6k400付近の堤防決壊のほか、県管理河川である末政川、高馬川、真谷川において
も堤防が決壊し、多数の家屋等が浸水した。小田川等の堤防決壊により、介護施設、病院、学校等が浸水し、浸水深は最大で約5m
に達したものと推定される。

 排水ポンプ車23台、照明車11台により24時間体制で排水活動を実施し、7月11日までに宅地・生活道路の浸水を概ね解消した。



■ 真備緊急治水対策プロジェクト （ハード対策）
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 小田川では堤防の決壊や越水により甚大な被害が生じたため、早急に施設を復旧するとともに、防災・減災のための「ハード」と
「ソフト」が一体となった「真備緊急治水対策プロジェクト（平成31年2月8日公表）」を国・県・市が連携・協力して推進。

 国・県・市が連携して小田川合流点付替え事業の完成前倒し、小田川及び岡山県管理の３河川（末政川、高馬川、真谷川）におい
て重点的な堤防整備（嵩上げ、堤防強化）、洪水時の水位を下げるための河道掘削などのハード対策を河川激甚災害対策特別緊急
事業等として概ね5年間の2023年度（R5年度）を目標に実施。

高
梁
川→

国による事業実施区間（激特事業） L=10.6km （掘削土の活用等により堤防強化対策を実施）

合
流
点
付
替
え

4k
00

0
末政川：L=1.37km

高馬川：L=0.78km

真谷川：L=1.21km

国による河川大規模災害関連事業区間 L=7.9km

×
×

×

××

岡山県による事業実施箇所（激特事業）

×
××
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ハード対策の事業区間・箇所

HWL
天端舗装 天端舗装

築堤
護岸ブロック 護岸ブロック

築堤

【県管理河川】築堤（断面確保）

合流点付替え

堤防嵩上げ・堤防強化

掘削

浸水範囲

破堤箇所× 堤防決壊箇所

【参考】倉敷市と連携した堤防強化（堤防断面の拡大）の方法 整備イメージ

小田川等の河道掘削で発生する大量の土砂を

有効活用し、国と倉敷市が連携・協力して小田

川の堤防強化、緊急車両の通行や排水ポンプ車

の作業スペース及び緊急時の避難路の確保を目

的として、堤防断面の拡大を実施します。

1,400m3/s
現在の合流点

付替後の合流点

現状水位 現状水位

堤防によって高梁川と
小田川を分離

付替後の水面形

付替後水位

水位低下
（約５ｍ）

酒津地点

船穂地点■

付替前（現状）の水面形

柳井原
貯水池

水位低下
（約０．４ｍ）

付替後水位

付替後の水面形 矢形橋地点

合流点付替えにより小田川の水位を低減

水位
低下

水位
低下

７ｍ程度



■ 真備緊急治水対策プロジェクト （ソフト対策）

44

 「高梁川水系大規模氾濫時の減災対策協議会 真備部会」の枠組みを活用し、倉敷市、岡山県、国において、真備地区で緊急的に実
施すべきソフト対策を公表。

 具体的な役割分担・実施時期等を定めた「アクションプラン」に基づき、水防災意識社会の再構築に向け取組みを加速。

■平時から災害時にかけての災害情報とその伝達方策の充実・整理

・ハザードマップに不足している情報を整理し、ハザードマップを住民等
にわかりやすく改善

・地域住民等の洪水ハザードマップに対する認知・理解度を向上させるた
めの手法検討

・「多機関連携型タイムライン」の策定、及び関係機関による出水期前に
机上の情報伝達訓練を実施

・洪水時の指定避難場所を見直し「地域防災計画」に反映するとともに、
地域住民等へ周知

■社会経済被害の最小化や被災時の復旧・復興を迅速化する取組

・排水施設の耐水化の必要性について検討

・浸水被害の軽減または早期解消を目的とした排水ポンプ車の移動ルート、
設置箇所および配置等の整理を行い、排水計画（案）を作成

・排水計画（案）に基づき、関係機関と連携した排水訓練の実施と訓練結
果に基づく計画の見直し

・出水期前に、河川管理者・水防団・災害協力協定締結業者等により危険
箇所の合同巡視を実施し、現地状況を共有することで、出水時における
水防活動を的確かつ迅速に実施

■災害を我がことと考えるための取組の強化

・市が、新たに作成予定の防災教育カリキュラム等を活用し、小・中学生
等を対象に防災知識の浸透のための防災教育を関係機関が連携して推
進・普及

・防災に関する出前講座や講習

会を積極的に実施

・モデル地区の自主防災組織等

と連携して「地区防災計画」

を作成し、住民等の避難訓練

を実施

・地域住民自身が作成する「マイ・ハザードマップ」や「マイ・タイムラ
イン」の作成支援・普及

■避難行動につながるリアルタイム情報の充実

・平成30年７月豪雨により決壊した箇所に設置した危機管理型水位計を用

いて、引き続き、水位情報を提供

・洪水時の円滑な避難行動や水防活動支援のため水位情報について関係機

関へのメール配信を実施

・危機管理型水位計の情報入手方法（QRコード入）を記載したカードを製

作し、真備地区住民に配布

■気候変動等による豪雨の増加や広域災害に対応する取組

・真備地区における「洪水氾濫」「内水氾濫」等の発生を想定した防災行
動と、その実行主体を時系列であらかじめ整理する「多機関連携型タイ
ムライン」の策定

・出水期前に関係機関によりタイムラインに沿った机上訓練の実施

・洪水氾濫による想定浸水深を表示する「まるごとまちごとハザードマッ
プ」を推進し、見える化を図る取組を促進

市がﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで公開している
「MYﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ」作成支援ﾂｰﾙ

出前講座による小学生の防災学習
の事例

危機管理型水位計の設置状況危機管理型水位計情報のカード

排水計画の作成事例

・待機場所（技術事務所、出張所等）
・待機可能台数
・進入ルート
（目印となる施設名や写真を添付）
・留意事項
等を記載する

・詳細な進入ルート
・設置箇所の広さ
・排水元（釜場等）、排水先
・留意事項
等を記載する
（現地の状況が分かる写真・
図面を添付）

・洪水浸水想定区域
・主要道路
・排水系統、排水施設
・役場、警察、消防
・病院
・給油所
・浄水場、下水処理場
・大規模工場
等を記載する
※これに加えて、
・氾濫シミュレーション結果
・排水施設等の位置・管理者
・標高図
等もまとめる

排水ポンプ車等の設置箇所
（写真・図面）

排水ポンプ車等の待機場所・
排水箇所までの進入ルート（写真・図面）

役場等の重要施設、上
下水道等のインフラ施

設の位置図

ソフト対策



■ 平成30年7月洪水後の対応状況（小田川3k400）
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 平成30年7月7日、堤防決壊発生（推定）。当日22時～緊急対策工事に着手。
 平成30年7月15日、被災後8日（1週間）で荒締切堤完成。
 平成30年7月21日、被災後14日（2週間）で二重鋼矢板による応急復旧堤防完成。
 令和元年6月12日、出水期までに本復旧堤防完成。（再度災害防止のため、被災箇所の堤防天端は約5mを20mに拡大）



■ 平成30年7月洪水後の対応状況（小田川6k400）
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 平成30年7月8日、14時30分～緊急対策工事に着手。
 平成30年7月15日、被災後7日（1週間）で荒締切堤完成。
 平成30年7月19日、被災後11日（2週間）で二重鋼矢板による応急復旧堤防完成。
 令和元年6月14日、出水期までに本復旧堤防完成。（再度災害防止のため、被災箇所の堤防天端は約5mを20mに拡大）



■ 小田川合流点付替え事業の工事実施までの流れ
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高梁川水系
河川整備計画

【H22.10.14策定】

H26.4
事業化

（事業着手）

環境影響評価

調査
・

測量
・

設計

補償関係

河川工事

H31年度
本工事
着手

現地調査

環境影響評価
方法書・準備書・評価書

工事着手に向けた調査・測量 （地質調査・埋蔵文化財調査・測量など）
事業化に向けた調査

・概略設計

H23
耕作地
利用状況
調査

補償（耕作地・家屋・構築物など）

漁業
調査

現地調査（環境影響評価のフォローアップ）

堤防・構造物等の詳細な設計

幅杭
打設

測量
・

調査

補償
説明

補償
説明

本工事H30年度
仮設工事

漁業補償

H29年度
試験施工

発 災
H30年7月豪雨

 平成22年に河川整備計画を策定以降、環境影響評価、各種調査等を経てH26.4に事業着手。
 事業化以降、工事着手に向けた調査・測量・設計や地権者等との交渉、漁業補償の手続きを実施。
 本格的な工事着手目前に発生した平成30年7月豪雨災害を踏まえ工事期間10年を5年に短縮し、令和5年度の完成を目指して事業を

推進。
 令和元年6月の着工式以降、迂回路の設置や工事用道路の設置等を実施し、現在、付替え工事の主たる部分である南山掘削に着手し

たところ。

（整備計画策定後のスケジュール） 工事状況写真

■南山掘削（伐開）状況

■工事用道路施工状況

R1.11.18撮影

柳井原
貯水池



■ 真備緊急治水対策プロジェクト（ハード対策）の進捗状況

88

■小田川合流点付替え ■小田川の河道掘削
➢ 11月末現在で、約13万m3（約65%）の掘削を完了
➢ 掘削土は土砂ストックヤードに仮置きしており、今後、小田

川の堤防強化・断面拡大に活用

① 南山の樹木伐採を施工中
② 南山の掘削土を運搬するための工事用道路を施工中

①②とも年内完了予定。令和2年1月頃より南山の掘削に着手予定
③ 橋梁下部工事を施工中

①南山

福松橋福松橋

福松橋（2k800）付近の掘削状況

令和元年11月13日撮影令和元年9月11日撮影

橋梁下部工施工中
濁水処理施設

山陽自動車道

柳井原貯水池

濁水処理施設（完成）

県道迂回路（完成）

事業進捗率

93
%

80
%

25%

設計

用地

補償

工事

南山掘削範囲

今後締切堤防設置

県道の迂回路
将来的には一部
が堤防に

高
梁
川→

伐採施工中

工事用道路
施工中

令和元年11月15日撮影

令和元年11月18日撮影

土砂ストックヤード

河道掘削進捗率 （令和元年11月28日現在）

①南山

下流側
上流側

2024年
通水

令和元年１１月末時点

②工事用道路

③橋梁架設

令和元年11月7日撮影

工事用道路施工中

写
真
①

写真②
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■ 真備緊急治水対策プロジェクト（ハード対策）の進捗状況

■小田川の堤防強化・断面拡大

①川辺地区 堤防強化工事状況
（令和元年11月13日撮影）

⑥服部地区 堤防強化工事状況
（令和元年11月13日撮影）

堤防強化工事実施状況

➢ 国と倉敷市で連携・協力し、約11.5kmの堤防強化・断面拡大を実施中。
➢ 全６地区において住民への事業説明が完了し、用地調査（幅杭打設）に着手済み。
➢ 用地買収が不要な箇所（①川辺地区および⑥服部地区の一部区間）については本年９月

より工事着手済み。
➢ 概ね３年間で概成予定。

100%

70%

20%

0%

地元設計協議

堤防・構造物設計

用地調査

用地補償

堤防・構造物工事

①川辺地区
100%

70%

20%

0%

0%

地元設計協議

堤防・構造物設計

用地調査

用地補償

堤防・構造物工事

②薗地区
100%

70%

30%

0%

0%

地元設計協議

堤防・構造物設計

用地調査

用地補償

堤防・構造物工事

③二万地区

100%

65%

10%

0%

0%

地元設計協議

堤防・構造物設計

用地調査

用地補償

堤防・構造物工事

④箭田地区

100%

80%

70%

0%

地元設計協議

堤防・構造物設計

用地調査

用地補償

堤防・構造物工事

⑥服部地区

100%

70%

70%

0%

0%

地元設計協議

堤防・構造物設計

用地調査

用地補償

堤防・構造物工事

⑤呉妹地区

1%

1%

かわべ その にま

はっとりくれせやた

（令和元年11月末現在）個別地区の事業進捗率

用地買収幅
3~15m程度

①天端幅を約5m→7mに拡幅
②堤防の勾配を緩傾斜に（約3割勾配）
③必要に応じてドレーンを配置し浸透水
の速やかな排水

堤防強化・拡幅の内容

堤
防
高
さ

2
~
1
0
m
程
度

約5m



■ 高梁川・小田川における河道掘削・樹木伐採の実施

 平成30年7月豪雨での被災以降、小田川では災害復旧事業による堤防復旧、予備費による樹木伐採、河川激甚災害対策特別緊急事
業（通称「激特」）による小田川合流点付替え、河道掘削等の災害関連事業を加速化。

 高梁川では、「防災・減災のための3か年緊急対策」により樹木伐採及び河道掘削を実施、現状の施設機能を緊急的に改善。

10

堤防決壊等により大規模
な浸水被害発生

平成30年7月豪雨

H.W.L.を超える出水

樹木伐採（予備費）

堤防応急復旧
（災害復旧費）

小田川合流点付替え
堤防嵩上げ
河道掘削

（河川激甚災害対策特別緊急事業）

樹木伐採、河道掘削
（防災・減災のための3か年緊急対策）

小田川及び高梁川下流部の治水安全度向上

＜小田川＞
＜高梁川＞

第9回語る会
H31.2.28



■ 平成30年7月洪水後の対応状況（樹木伐採・河道掘削）

11

 これまで高梁川及び小田川では、河川整備計画及び河川維持管理計画に基づき、樹木の繁茂状況及び土砂堆積状況を適宜把握する
とともに、洪水の安全な流下等の支障とならないよう、計画的な伐採及び河道掘削を実施していた。

 平成30年7月豪雨で堤防決壊等の被災が生じた小田川においては緊急的な対応として、全川にわたる樹木伐採を9月11日までに完
了させ、また、全川にわたる河道掘削をR2年度までに実施する。

 高梁川については、「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」としてR2年度までに樹木伐採及び河道掘削を実施する。

11

樹木伐採

■伐採面積（H30～R02年
度）

伐採面積(m2)

高梁川 325,600

小田川 323,000

合計 648,600

伐採状況

小田川 3.4k付近

伐採後

小田川 3.4k付近

伐採後

高梁川 8.4k付近

伐採前

高梁川 8.4k付近

河道掘削

■河道掘削量（H30～R02年度）

掘削土量(m3)

高梁川 790,400

小田川 246,000

合計 1,036,400

※計画量

掘削状況

小田川 0.8k付近

掘削後

小田川 0.8k付近

掘削後

高梁川 10.4k付近

掘削前

高梁川 10.4k付近

：完了 ：完了
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■ 真備緊急治水対策プロジェクト（ソフト）の進捗状況

■『簡易型カメラ』による河川映像のリアルタイム提供
➢ 高梁川、小田川において、既存の監視カメラ23基（高梁川19基、小田川４基）に加え、

高梁川で４基、小田川で６基の簡易型カメラを増設中
➢ 今年度末映像配信予定

■地域住民による『マイ・タイムライン』の作成支援・普及活動
➢ 減災対策協議会 真備部会では、地域住民や小・中学生等の防災意識向上のため、真備地区を中心に、

地域住民自らが『マイ・タイムライン※』を作成するため、出前講座等による支援・普及活動を実施中
※『マイ・タイムライン』とは、概ね災害発生が予測される３日前頃から、地域住民が自発的に災害
発生前に取るべき行動計画等をスケジュール表形式でまとめたもの

➢ 『マイ・タイムライン』の作成にあたっては、国交省が作成した、作成支援ツール『逃げキッド』を活用
➢ 今年度９回の支援・普及活動で、小学生や地域住民 延べ３０３名が参加
➢ 来年度から市内の全市立小学校で『逃げキッド』を活用し『マイ・タイムライン』の作成を通した防災

意識向上のための防災教育を開始

真備緊急治水対策プロジェクト
アクションプラン（ソフト対策）の主な取組項目

今 年 度 の 主 な 取 組 状 況

■平時から災害時にかけての災害情報とその伝達方策の充実・整理
➢ ハザードマップに不足している情報を整理し、ハザードマップを住民等に分かり

やすく改善

■気候変動等による豪雨の増加や広域災害に対応する取組
➢ 洪水氾濫による想定浸水深を表示する「まるごとまち

ごとハザードマップ」の整備を推進

➢ 災害発生前に迅速かつ確実な情報共有により、的確な

防災体制を確立するための「多機関連携型タイムライン」

の策定・運用

■避難行動につながるリアルタイム情報の充実
➢ 危機管理型水位計による河川の水位情報の提供及び

簡易型カメラの設置により、リアルタイムな河川映像を

提供

➢ 洪水時の円滑な避難行動や水防活動支援のため身近な

河川の水位情報をメール配信

■社会経済被害の最小化や被災時の復旧・復興を迅速化する取組
➢ 浸水被害の軽減または早期解消を目的とした排水計画を作成

➢ 出水期前における河川管理者・水防団・災害協力協定締結業者による

危険箇所の合同巡視

■災害を我がことと考えるための取組の強化

➢ 地域住民自身が作成する「マイ・ハザードマップ」

や「マイ・タイムライン」の作成支援・普及

➢ 倉敷市が、新たに作成予定の防災教育カリキュラム

等を活用し、小・中学生等を対象に防災知識の浸

透のための防災教育を推進

マイタイムラインのイメージ

危機管理型水位計

マイハザードマップ作成ツール

＜平成31年3月25日倉敷市・岡山県・国交省が策定・公表＞

川の水位情報よりスマートフォン等で閲覧可能

小田川

高梁川

←

真
谷
川

凡例

河川カメラ増設箇所

危機管理型水位計

通常水位計

河川カメラ

◆平成31年2月28日に公表した「真備緊急治水対策プロジェクト」をもとに「高梁川水系大規模氾濫時の減災対策協議会真備部会」において、倉敷市・岡山県・国の各機関の具体的な

役割分担や実施時期を定めたアクションプランを策定し、平成31年3月25日に3者共同で公表

◆新たに策定したアクションプランをもとに地域の「水防災意識社会」の再構築に向け取組をさらに加速化

◆今年度は、防災教育や防災知識普及の取組として「マイ・タイムライン」の作成支援・普及や、広域災害に対応するための取組として、今出水期から「多機関連携型タイムライン」

の運用を新たに開始



○関係機関と連携した多機関連携型タイムラインの作成

・高梁川水系大規模氾濫時の減災対策協議会に防災行動計画検討部会にお
いて高梁川水害タイムライン検討会を設置。多機関連携型タイムラインを検討
し、令和元年6月13日に完成。

＜高梁川水害タイムライン（多機関連携型タイムライン）の特徴＞
・県管理区間を含めた水系全体を対象（全国初）
・ダムの放流情報を関係機関で共有

・台風に加え前線性の降雨に対応（影響の恐れのある３日前に立
ち上げ）

【開催状況】
H３１.３.１１ 発足式・第１回検討会
R1.５.１０ 第２回検討会
R1.６.１１ 第３会検討会
R1.６.１３ 完成式
R1.１１.１３ 第４回検討会（三川合同）

■ 高梁川水害タイムラインの作成

座長 岡山大学大学院環境生命科学研究科　教授　西山　哲

アドバイザー 岡山大学大学院環境生命科学研究科　教授　前野　詩朗

地方自治体 岡山県、岡山県警察本部、広島県（オブザーバー）、里庄町（オブザーバー）

倉敷市、笠岡市、井原市、総社市、高梁市、新見市、浅口市、早島町、矢掛町

国 陸上自衛隊日本原駐屯地、農林水産省　中国四国農政局、気象庁　岡山地方気象台

国土交通省　中国地方整備局　岡山国道事務所、岡山河川事務所（事務局）

高梁川・小田川緊急治水対策河川事務所

公共交通機関 西日本旅客鉄道(株)岡山支社、井原鉄道(株)、水島臨海鉄道(株)

（公社）岡山県バス協会

ライフライン 西日本電信電話(株)岡山支店、（一社）岡山県LPガス協会

報道機関 日本放送協会　岡山放送局、西日本放送(株)、(株)瀬戸内海放送、山陽放送(株)

テレビせとうち(株)、岡山放送(株)、井原放送(株)、(株)倉敷ケーブルテレビ

(株)吉備ケーブルテレビ、玉島テレビ放送(株)、矢掛放送(株)、笠岡放送(株)

岡山エフエム放送(株)、(株)エムエムくらしき、エフエムゆめウェーブ(株)

ダム管理者 高梁川用水土地改良区、中国電力(株)岡山支社

その他 NPO法人まちづくり推進機構岡山

※赤字は令和元年度に追加された機関

防災行動計画検討部会　高梁川水害タイムライン検討会

＜完成後の運用状況＞
①台風１０号接近に伴い、各自治体がタイムラインを運用
※台風３号（6/26）、前線性降雨（6/29）、台風１７号（9/20）、
台風１９号（10/10）はレベル０発令のみ
②新成羽川ダム事前放流実施について情報提供
※情報提供日時：7/18 16:31、8/28 2:16
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真備緊急治水対策プロジェクト等の
効果と今後の検討について



■ 平成30年7月豪雨後の対応状況 （まとめ）

15

1. 小田川左岸3k400付近及び小田川左岸6k400付近の堤防決壊箇所については、R1年出水期までに堤防復旧完了済み。
2. 小田川の越水等の影響で堤防決壊や法崩れしたことを踏まえ、再度災害防止の観点からリスク低減を図るため、小田川の水位を可

能な限り低減できる小田川の樹木伐採及び河道掘削を緊急的に実施。
3. 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」として高梁川の樹木伐採及び河道掘削をR2年度までに実施。
4. バックウォーター現象等の解消など抜本的な治水対策である、小田川合流点付替え事業をR5年度完成に前倒し。これに伴い、下流

高梁川本川の堤防（断面確保）整備も前倒し。
5. 小田川の築堤（断面確保）を令和３年度末までに実施。なお、築堤材には高梁川及び小田川の河道掘削土を利用。
6. 新成羽川ダム（中国電力）では、R1出水期から事前放流の運用を開始。

R1出水期～
6.新成羽川ダム（中国電力）では、事前放流の運用を開始

3.樹木伐採

3.河道掘削
高梁川の掘削土を小田川の築堤材として利用

4.築堤（断面確保）
小田川合流点付替え完了までに下流高梁川の築堤完成

1.災害復旧
出水期までに復旧完了

2.樹木伐採
～9/11

2.河道掘削
掘削土を小田川の築堤材として利用

5.築堤（断面確保）

4.小田川合流点付替え
6/15着工式 10年⇒5年に短縮

※工程は現地状況等で変更となる場合がある。

高

梁

川

小

田

川

H30 H31・R1 R2 R10

出水期

平成30年7月豪雨災害後の治水対策スケジュール

R4 R5

出水期 出水期 出水期 出水期 出水期 出水期

R3

平

成

3

0

年

7

月

豪

雨

災

害

発

生



■ 対策効果 （水位・越水）

 バックウォーター現象や越水氾濫現象等、複雑な水理現象となったことから、複数の手法により効果（越水現象）算定を実施。

 小田川合流点付替えが完了することでバックウォーター現象の影響が解消★され、平成30年7月豪雨による洪水では、小田川におい
て堤防からの越水は生じないと推定されます。（★合流点付替え後のバックウォーター現象の影響は現柳井原貯水池内で収まる。）

なお、現在、小田川合流点付替え後に実施する予定であった樹木伐採及び河道掘削を上下流バランス等に配慮しつつ前倒しで実施し、小田川の安全度
を緊急的に向上させることとしている。この暫定的な緊急対策により合流点及び酒津地点の水位は低減され、小田川の流下能力も向上するが、バックウ
ォーター現象の影響によって越水は依然として生じると推定。

小田川合流点付替え事業の効果

＜不等流手法の特徴＞
 河道内で流せるピーク流量（流下
能力、水位）を下流水位条件に
応じて計算する。

 上流から流れてくる流量が、ある地
点の流下能力を上回っているかで
越水を確認可能

＜不定流手法の特徴＞
 河道や氾濫域を一体的に取り扱い、
河川からの越水やそれに伴う氾濫域
の広がりが計算可能

※今回提示する効果は、得られたデータや仮定等を基に算定を行っており、新たな知見等が判明した時点で見直す場合がある。

越水：有

H30.7豪雨時点 小田川合流点付替え
（令和5年度末）

越水：無
不
等
流
計
算

不
定
流
計
算

不
等
流
計
算

不
定
流
計
算

～0.5 ～1 ～2 ～3 ～4 ～5 ～6 7～ （ｍ）水深
【凡例】

付替えしなかった場合の樹木伐採後
の浸水範囲

付替えしなかった場合の樹木伐採＋
河道掘削後の浸水範囲

 樹木伐採後、樹木伐
採後＋河道掘削後の
いずれのケースにおいて
も浸水範囲は大きくは
変わらない。

16

※氾濫解析については、
平成30年7月豪雨時の
再現計算以外について
は堤防決壊条件設定が
困難であるため、再現計
算以外は越水のみ考慮
して計算

※河道の計算結果から越水しないため、浸水無と推定

小田川合流点付替え事業を実施しない場合の影響

※イメージ図 ※イメージ図

酒津 合流点

H30.7豪雨時点 約12.2m 約15.3m

小田川合流点付替え後（R5年度末） 約11.5m 約14.3m

小田川水位高梁川水位

不定流

河道の状態

不等流不等流

水位
3.4k堤防からの越水

越水有 越水有

越水無 越水無

■酒津 ■酒津

▲合流点 ▲合流点

小田川合流点付替え事業の効果については、これまでも酒津地点等での水位の低減量を示しているが、当該結果は高梁川で治水計画の目標としている洪水が流れた場合に、事業によって小田川での水位低減量が最も大きくなる洪水パターンで算定しているものであり、実績の洪水で算定した今回の結果とは異なる



■ 参考：バックウォーター現象の影響①

■高梁川本川は水面にうねりが確認され、比較的早い流速で流下していると推定されるが、小田川の水面にほとんど乱れは無く、緩やかな流速で流下して
いると推定され、高梁川が小田川のスムーズな合流（本・支川で流速差が発生）を妨げている状況。

■高梁川の酒津水位観測所と小田川の矢形橋水位観測所の水位ハイドロは、ほぼ同様の波形を示しており、小田川の水位変化は高梁川の水位に大きく影響
を受けていると推定され、小田川は高梁川の背水影響を顕著に受けることが確認された。

■矢掛水位観測所の水位ハイドロは、水位上昇時及び水位ピーク付近では、酒津・矢形橋水位観測所と異なる波形を示している。

7月7日 11:20頃 国交省撮影
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7月6日 7月7日

標高
（ｍ）

酒津（高梁川）と矢形橋・矢掛（小田川）の水位ハイドロ

写真撮影時刻

← 酒津水位観測所（高梁川）

← 矢形橋水位観測所（小田川0k800）

← 矢掛水位観測所（小田川13k000）

矢形橋水位観測所
▲

酒津水位観測所▲

高
梁
川⇒

小田川⇒

※酒津と矢形橋観測所の距離約3km

矢掛水位観測所
▲

※本資料の数値等は、現時点での暫定値であり、今後の精査等により修正される場合がある 17

第5回
高梁川水系小田川堤防調査委員会資料より
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酒津水位

矢形橋水位

酒津（高梁川）と矢形橋（小田川）の水位ハイドロ

7月6日 7月7日

写真撮影時刻

標高（ｍ）

18:00
20:00

21:00

22:00

23:00

0:00

2:00
3:00

←

矢
形
橋
水
位
観
測
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酒
津
水
位
観
測
所→

←
末
政
川
合
流
点

←

高
馬
川
合
流
点

←

真
谷
川
合
流
点

■高梁川（酒津水位観測所）の水位の上昇に伴い、小田川では背水の影響を受け、矢形橋と上流側の水位差が縮小し、水面勾配が緩やかとなり、流れにく
い状況となった。

■この影響を受け、小田川の支川の末政川、高馬川、真谷川でも水位の高い状態となったと推定。

導流堤区間

高梁川

小田川
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7月6日 7月7日

標高
（ｍ）

酒津（高梁川）と矢形橋・矢掛（小田川）の水位ハイドロ

← 酒津水位観測所（高梁川）

← 矢形橋水位観測所（小田川0k800）

← 矢掛水位観測所（小田川13k000）

※本資料の数値等は、現時点での暫定値であり、今後の精査等により修正される場合がある

■ 参考：バックウォーター現象の影響②
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■ 参考：ダム事前放流【他機関】とその効果

 H30.7洪水では、既設５ダム（髙瀬川ダム、三室川ダム、千屋ダム、河本ダム、新成羽川ダム）により、一定の洪水調節機能を発揮
した。

 H30.7洪水を踏まえ、R元年出水期から新成羽川ダム（中国電力）では、治水協力として事前放流の運用を開始。
 H30.7洪水での既設５ダムの洪水調節効果と新成羽川ダムの事前放流による効果を、貯留関数法による流出計算で推計。
 H30.7洪水では、既設５ダムの洪水調節により、高梁地点で約60cm、日羽地点で約50cm、酒津地点で約30cmの水位低減効果があっ

たと推計。
 加えて、新成羽川ダムの事前放流を実施した場合、日羽地点で約20cm、酒津地点で約10cmの水位低減が見込まれる。

算出手法

 新成羽川ダム上流域における予測雨量（気象庁配信39時間先まで）と実績累
積雨量の合計が110mmを超えることを2回確認(3時間毎)した際、事前放流を
実施

算出結果

19

高梁川上流ダム群

新成羽川ダム

凡 例
：流入量
：放流量（現行）
：放流量（事前放流）
：ダム水位（現行）
：ダム水位（事前放流）

 貯留関数法により各観測所の雨量とダム地点では、実績の時刻放流量により流
出計算を実施。

 事前放流については、ダム地点の予測放流量（中国電力提供）により流出計算
を実施。

実績：上流ダム群の効果（平成30年7月豪雨時）

■各地点（水位観測所）の水位(m)、効果

ダム調節後（実績）
（千屋、高瀬川、河本、
三室川、新成羽川）

ダムが
なかった場合
（推計）

水位低下効果

高梁 66.2 66.8 約60cm低下

日羽 35.5 36.0 約50cm低下

酒津 12.1 12.4 約30cm低下

ダム調節後（実績）
（千屋、高瀬川、河本、
三室川、新成羽川）

事前放流した場合（推計）
（千屋、高瀬川、河本、
三室川、新成羽川）

日羽 35.5 35.3 約20cm低下

酒津 12.1 12.0 約10cm低下

※ 岡山県、中国電力の各ダムの放流データを元に、国交省により推計
★小阪部川ダム（農政局）では7～9月期に運用水位を低下させ、空き容量を確保する取組を実施

事前放流による効果（平成30年7月豪雨時）



■ 築堤（断面確保）の効果

 小田川のほぼ全川で行う、築堤（断面確保：天端幅W=7m確保）が完了した段階では、H30.7規模の洪水が発生すると、越水は依然
として生じることとなるが、浸透に伴い発生した基盤漏水や堤防の法崩れを抑制することが可能となる。

 築堤に用いる土は、高梁川及び小田川で発生する河道掘削土を有効利用することで、コスト縮減に努める。

20

▽ H.W.L.

ドレーン工

築堤（断面確保）

矢板工

天端幅：7m確保

小田川右岸1k600付近

築堤材には、高梁川・小田川の
掘削土を有効活用

盤ぶくれ

築堤（断面確保）実施

築堤（断面確保）実施位置図

法崩れ

※対策工法は、基礎地盤や築堤材料等によって異なるため、箇所毎の対策内容に相違が生じる可能性がある。

小田川左岸4k200付近



■ 高梁川水系河川整備基本方針と河川整備計画

21

 高梁川は鳥取県境付近の花見山に発し、途中、成羽川、小田川の大支川を合流し、瀬戸内海に注ぐ、流域面積2,670km2、幹川流路
延長111kmの一級河川である。

 下流部では、倉敷市街地・水島コンビナートなど、資産の集積する岡山平野の西端を貫流。
 下流部は干拓等によって形成された洪水氾濫に脆弱な低平地であり、想定氾濫区域は岡山市域まで及ぶ。
 基準地点船穂における計画規模を1/150とし河川整備基本方針を平成１９年に策定。
 昭和４７年洪水を対象とし、整備の目標と内容を定めた河川整備計画を平成２２年に策定（平成２９年変更）

河川整備基本方針では基準地点
（船穂）の基本高水流量
13,700m3/sのうち既設の上流ダ
ム群で300m3/sを調節し、
13,400m3/sを河道で流下させる
計画。

高梁川水系河川整備基本方針に定める流量配分図

高梁川水系河川整備計画【国管理区間】における流量配分図

1,500

8,0007,100

昭和47年7月洪水を対象とし、洪
水被害の防止又は軽減を目指し、
整備内容を決定。

平成30年7月洪水では、
船穂：9,200m3/s、
矢形橋：1,400m3/sと推定。

※河道形状は小田川合流点付替え事業実施後を模式化したもの

花見山
(1,188m)

基準地点
ふなお
船穂(高水)

基準地点
さかづ
酒津(低水)

流域図

流域面積（集水面積） ：2,670 km2

幹川流路延長 ： 111 km
流域内人口 ：約26 万人
想定氾濫区域面積 ：約274 km2

想定氾濫区域内人口 ：約49 万人
想定氾濫区域内資産額 ：約10兆2,900億円
主な市町村 ：倉敷市、総社市 等

流域及び氾濫区域の諸元

河川現況調査（H22年基準）より



■ 参考：気候変動の影響について

22

※本資料は、「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」の資料を抜粋したものです。

＜平成30年７月豪雨の降雨の特徴（概要）＞



■ 参考：気候変動の影響について

23

※本資料は、「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」の資料を抜粋したものです。

＜昭和47年７月豪雨との降水量比較＞

※本資料は、「大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策検討小委員会 答申」 対応すべき課
題・実施すべき対策に関する参考資料の資料を抜粋したものです。



■ 参考：気候変動の影響について
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※本資料は、「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」の資料を抜粋したものです。

＜平成30年７月豪雨の降雨の要因＞



■ 小田川合流点付替え等の河川整備計画における位置付け

25

主な整備内容

高潮対策区間 築堤（高潮堤）

耐震対策

築堤（断面確保）

堤防補強（浸透対策）

河道掘削、左岸堰改築

河道掘削・樹木伐開、堤防補強
（浸透対策）
河道掘削・樹木伐開、堤防補強
（浸透対策）、築堤（断面確保）

上流地区 河道掘削

高梁川派川 小田川合流点付替え

小田川
河道掘削・樹木伐開、築堤（断面
確保）、宮田堰継ぎ足し

施設能力を上回る洪水への対策

広域防災対策

高
梁
川

下流地区

中流地区

施工区間 河川整備計画対象期間

築堤（高潮堤）

笠井堰改築

古地地先

＜整備手順＞
１．小田川合流点付替え及び高梁川下流地区の築堤など
① 流域内で人口、資産が集中する倉敷市街地区間に位置する本川酒津地先、及び過去幾多の甚大な被害が生じている小田川合流点付近の洪水時の水位低
下を図る抜本的な対策として、小田川の合流点付替えを実施します。
高梁川と小田川を分離する締切堤を設置する際には、左右岸バランスを考慮し、古地地先の堤防補強を実施するとともに、本川で現況の河積不足が生じない
よう、河積確保に努めます。

② 倉敷市街地が拡がる下流地区においては、小田川合流点付替え完了までに、堤防の断面が不足する部分の築堤（断面確保）、堤防補強（浸透対策）を
実施します。また、高潮対策区間の築堤及び必要な耐震対策についても順次実施します。

③ 小田川合流点付替え完了後に、新合流点から上流の笠井堰の左岸堰改築、河道掘削を実施します。

２．高梁川中・上流地区及び小田川の河道掘削、築堤など
① 小田川合流点付替え完了等により下流地区・高梁川派川の安全度向上を図った後、本川中流地区の河道掘削・樹木伐開、堤防補強（浸透対策）、築堤
（断面確保）を実施します。また小田川においても河道掘削・樹木伐開、築堤（断面確保）等を実施します。

② 下流地区・高梁川派川、中流地区の安全性向上を図った後、上流地区で浸水被害の軽減を図るため河道掘削を実施します。

※ 上記の整備手順は、整備にあたっての基本的な考え方を示したものであり、洪水の発生状況、関連事業との調整状況や治水安全度の上下流のバランス等を踏
まえて、変更する場合があります。

表5.1.1 整備手順

 高梁川水系河川整備計画（H22.10、H29.6変更）において、流域内での人口、資産が集中する倉敷市街地区間の位置する高梁川本川
酒津及び小田川合流点付近の洪水時の水位低下を図る抜本的な対策として、小田川合流点付替え及び高梁川下流地区の築堤を実施
後、小田川の河道掘削・樹木伐開、築堤等を計画的に実施することとなっていたが、平成30年7月豪雨を踏まえ、これらの整備を大
幅に前倒しし、R5年度までの完成を目指す。

＜高梁川水系河川整備計画のおける整備手順＞～高梁川水系河川整備計画【国管理区間】より抜粋～

大
幅
に
前
倒
し



■ 樹木伐採、河道掘削後の小田川河道維持管理方針

26

 小田川の樹木伐採及び河道掘削完了から小田川合流点付替えが完了するまでの樹木は、バックウォーター現象の影響が残るため、
河道の能力が最大限発揮されるよう、草丈より高い樹木繁茂をさせないように管理を行う。

 小田川合流点付替え後は、流下能力の確保を前提としつつ、環境モニタリング結果等を踏まえて、改めて管理方針を設定する。
 なお、地域との協働による維持管理を継続する。

福松橋

福松橋

伐採直前 伐採直後

現在（1年2ヶ月後）

伐採中

今後の維持管理手法

【小田川合流点付替え前】
 現在の草丈1～2mを維持
 草丈より高い樹木は伐採
 地域との協働による維持管理

【小田川合流点付替え後】
 環境モニタリング結果等を踏ま
えて、改めて管理方針を設定

 地域との協働による維持管理
は継続する。

草丈：0m

草丈：1～2m

草丈：2m程度以上

地域住民による草の踏み固め

伐採中



■ 気候変動を踏まえた治水計画検討について（提言）

27※「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」：気候変動を踏まえた治水計画の前提となる外力の設定手法や気候変動を踏まえた治水計画に見直す手法等について検討を行うことを目的として、国土交
通省水管理・国土保全局により開催された検討会

※本資料は、「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」の提言（令和元年10月18日）の概要を引用したもの
※ ２℃上昇時の降雨量変化倍率は、４℃上昇時の降雨量変化倍率から推計した値であるため、今後公表される２℃上昇シナリオに基づく気候変動予測結果を用いて、今年度内に確定する予定

 「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」の提言として、以下が示された。
・気候変動により、降雨量がどの程度増加するか
・治水計画の立案にあたり、「実績の降雨を活用した手法」から「気候変動により予測される将来の降雨を活用する手法」に転換すること
・気候変動が進んでも治水安全度が確保できるよう、降雨量の増加を踏まえて、河川整備計画の目標流量の引上げや対応策の充実を図ること



■ 参考：気候変動の影響について

28

＜IPCC第5次評価報告書の概要＞

※本資料は、「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」の資料を抜粋したものです。



■ 参考：気候変動の影響について

29

※本資料は、「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」の資料を抜粋したものです。

＜顕在化している気候変動の影響と今後の予測（外力の増大）＞



■ 参考：気候変動の影響について

30

※本資料は、「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」の資料を抜粋したものです。

＜顕在化している気候変動の影響と今後の予測（現象の変化）＞



■ 参考：気候変動の影響について

31

※本資料は、「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」の資料を抜粋したものです。

＜気候変動に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化＞
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■ステップ３ 【河川整備計画の見直し】■ステップ２ 【現河川整備計画の推進】■ステップ１ 【現在の施設機能確保】

【対策事例】
堆積土砂の撤去や樹木伐採等

（イメージ）

対策前

施設の機能を適切に発揮させるための
ハード対策を実施

（防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策等）

現在の河川整備計画に対して、
整備途上箇所において、ハード対策を着実に実施

対策後

【対策事例】
堤防整備（嵩上げ・断面拡大）や河道掘削等

【対策事例】
追加の河道掘削や既設ダムの治水機能増強等

平成30年７月豪雨での出水状況や、
気候変動による影響を分析し、抜本的なハード
対策を検討

1976～1985

平均311回2009～2018

平均226回

■１時間降雨量50mm以上の年間発生回数

2009～2018

平均239回
約1.4倍

1976～1985

平均174回

河川整備計画の見直し

目標とする治水安全度の引き上げ

新たな対策の検討・実施

ハ ー ド 対 策

【現 状】

【対策後】

【現 状】

【対策後】

水害リスク
の増大

樹木伐採堆積土砂
の撤去

堤防整備

河道掘削

ソ フ ト 対 策

対策前 対策後

【現 状】 【対策後】嵩上げ

放流設備
の増強

利水容量

堆砂容量

洪水調節容量

増強した容量

利水容量

堆砂容量

洪水調節容量

スマートフォンによる
水位画像情報の提供

多機関連携型
タイムラインの作成

メディア連携による
情報発信

住民主体のソフト対策

地方における
メディア連携協議会の設置

マイ・ハザードマップ作成
マイ・タイムライン作成

複合的な災害にも多層的に
備え、社会全体で被害を防止
・軽減させるため

☟

公共交通事業者やメディア関
係者、利水ダム管理者等の多
様な関係機関の連携をしたタ
イムラインを作成

■ 平成30年7月豪雨を踏まえた治水対策の進め方（イメージ）

32



高梁市

岡山県三室川ダム

河本ダム

新成羽川ダム

高瀬川ダム

小阪部川ダム

千屋ダム

■ 高梁川における今後の治水のあり方の検討の方向性

33

 気候変動の影響分析
方向性（提言）：
2℃上昇（降雨変化倍率1.1倍）を前提に、治水計画の目
標流量に反映させ、整備メニューを充実し、整備を加速
化。

具体的な影響分析及び治水計画への反映は、国土交通
省社会資本整備審議会での議論を踏まえ対応

▽洪水時の河川水位

高
梁
川

平成30年7月豪雨を踏まえた課題

大臣管理区間

高
梁
川
中
・
上

流
地
区

高
梁
川
下
流
地
区

高梁川水系主要6ダム

洪水調節等実施ダム
（平成30年7月豪雨）

小 田 川

【小田川】
事業の進捗を加速させている
が、完成まで時間を要す

【中・上流地区】
堤防の断面が不
足している区間が
あり、流下能力が
不足。

【下流地区】
地盤高が低く、氾濫する
と被害は甚大

高梁川左岸11k330（H30.7.7） 高梁川左岸11k330（H30.7.7）

平成30年7月豪雨時の高梁川の様子

 高梁川水系における治水計画変更に向けた
検討方針（案）

＜検討の方向性＞
高梁川における水害リスクの状況を踏まえ、今後、気候
変動を踏まえた外力に対して、高梁川水系における治水
施設の現状分析を行ったうえで、目標設定及びそれを達
成するための治水対策メニューについて、手戻りの防止
、適切な組み合わせとなるよう検討を行う。

【流域全体】
上流5ダムで洪水
調節等を実施した
が、国管理区間に
おいて整備計画目
標流量を超過



■ 災害後に実施した治水対策の効果と今後の対応方針

34

H30.7豪雨で甚大な被害を受け、河川整備計画で定めている
整備手順のうち、小田川合流点付替え事業や小田川の樹木伐採
、河道掘削等の改修を前倒しして実施。

 災害後に実施した各対策（樹木伐採、河道掘削等）では、小田川
河道の流下能力向上には一定の効果がある。

 しかしながら、H30.7豪雨に対しては、バックウォーター現象に
より、依然として越水氾濫が生じると推定されるため、抜本的
な対策が必要である。

 抜本的な対策である小田川合流点付替え事業を早期完成。
 気候変動に伴う降雨量の増加等を踏まえて、小田川合流点付替
え後の治水のあり方について検討が必要。

 施設能力を上回る洪水は発生するとの認識の下、ソフト対策の
充実。


